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ESGの知名度 ２年連続で増加し初の６割超え

ESG物件の価格上昇 許容層が約75％に拡大

環境関連法令・諸制度変更 認知・好影響層の増加継続
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ESGの知名度 ２年連続で増加し初の６割超え
「ESG」という言葉を聞いたことがある 61.8％に
企業の環境対応度合いと投資対象としての安定性に注目 長期的な視点が浸透か

不動産投資家のESG意識さらに上昇
グローバル都市不動産研究所では、全国の投資

用不動産所有者400人に、不動産投資のESGに関
わる意識調査を行いました。この調査は、2021年
から実施しており、今年で６回目です。
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増加し、初めて６割を超えるとともに、初回調
査時（33.8％）の２倍近くに迫りました。
なお、2025年発行の新聞紙面における

「ESG」という語の出現頻度は、ピーク時
（2021年）の３分の１に減少しています（当社
調べ）。話題性は高くない一方、言葉としては
浸透しつつあるといえます。調査概要

■調査方法：インターネット調査
■調査期間：2026年１月21日～27日
■調査対象：投資用不動産保有者 400人
・年代 20代32人、30代150人、40代150人、 

50代34人、60代34人
・職業 経営者・役員30人、会社員260人、
 公務員13人、自営業・自由業34人、

専業主婦・主夫20人、パート・アル
バイト30人、その他13人

・年収 500万円未満79人、
500万円以上1,000万円未満162人、
1,000万円以上139人、無回答20人

聞いたことが「ある」６割の大台突破
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ある ない

あなたは、「ESG」という言葉を聞いたことが
ありますか？

①ESGの知名度
そもそも「ESG」という言葉を聞いたことが

あるかを尋ねた結果、聞いたことが「ある」は
61.8％でした。前年の51.3％から10ポイント強
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（57.5％） を上回りました。また、「ESGに関
する投資家の判断・評価は、短期的なリスク・
リターンではなく、中長期なリスク・リターン
や、投資の環境・社会への影響を考慮するもの
だと知っている」も半数を超え、知識・理解が
ない層は５％ほどにとどまっています。言葉の
認知にとどまらず、投資判断・評価の枠組みと
しての理解も広まりつつあるといえるでしょう。

②ESGに対する理解度
「ESG」という言葉を聞いたことがあると回

答した人に対し、その内容の理解度として、
ESGについて知っていることを複数回答で尋ね
ました。 「企業等がESGの枠組みで情報を開示
し、投資家が投資判断・評価に用いるものだと
知っている」（64.0％）が前年比8.4ポイント増
で最多となり、前年トップの「環境・社会・ガ
バナンスの略語だということを知っている」

③投資活動におけるESGへの意識
「ESG」という言葉を聞いたことがあると回

答した人に対し、投資活動の中でESGを意識し
ているかどうかを尋ねました。この結果、「常
に意識している」が40.5％で最多となり、前年
トップの「時々意識している」（40.1％）を上
回りました。両者を合わせると、８割超がESG

を念頭においた投資を行っており、その割合は
前年と比べ１割強増えています。一方、全く意
識していない層は6.1％にとどまりました。

ESGという言葉の認知率の向上および理解の
浸透に伴い、ESGの枠組みを前提として日々の
投資活動を行う層が着実に増えているといえそ
うです。

あなたは投資活動の中で、ESGを意識していますか？
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常に意識している 時々意識している あまり意識していない 全く意識していない

（N=247）

（N=205）

８割超がESGを意識して投資
常に念頭におく層が最多に

+ 8.8ポイント + 3.5ポイント

あなたがESGについて、以下の中から知っていることをすべてお知らせください。（複数選択可）

ESGについて約95％が知識・理解あり

64.0%

57.5%

50.6%

4.0%

1.2%

55.6%

56.6%

48.8%

8.8%

2.9%
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企業等がESGの枠組みで情報を開示し、投資家が…

環境・社会・ガバナンスの略語だということを…

ESGに関する投資家の判断・評価は、短期的なリ…

名前を聞いたことがあるだけで、内容はよく分か…

あてはまるものはない

2026年 2025年

+ 8.4ポイント

（N=247） （N=205）

企業等がESGの枠組みで情報を開示し、投資家が
投資判断・評価に用いるものだと知っている

環境・社会・ガバナンスの略語だということを
知っている

ESGに関する投資家の判断・評価は、短期的なリスク・
リターンではなく、中長期なリスク・リターンや、投資の

環境・社会への影響を考慮するものだと知っている

名前を聞いたことがあるだけで、内容はよく分からない

あてはまるものはない
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⑤投資先のESG情報の取得方法
「ESG」という言葉を聞いたことがあると回答

した人に対し、投資先のESG情報をどのように取
得しているかを複数回答で尋ねました。この結果、
「企業のIR資料やサステナビリティ報告書」が
59.3％で最多となりました。また、前年１位の
「専門メディアやレポート」（49.7％）は前年比
約13ポイント減となった一方、「個人調査や企業
への問い合わせ」（16.6％）は前年の２倍近い

割合となり、伸びが顕著となっています。なお
今年新設した選択肢「企業ホームぺージ」は
15.6％でした。
投資家は、投資先企業・団体が積極的に発信

するESG関連情報を受動的に読み取るだけでな
く、IRサイトなどのWeb媒体や問い合わせ窓口
等、複数のメディアやチャネルを通じ能動的に
収集・分析するようになっているようです。

④ESG対応企業に感じるメリット
「ESG」という言葉を聞いたことがあると回

答した人に対し、ESG対応が優れている企業に
対して感じるメリットを複数回答で尋ねました。
この結果、 「社会的意義が高いと感じる」
（54.3％） がトップで、「長期的な安定成長が
期待できる」（45.7％）、「投資リスクが低い
と感じる」（36.4％）と続き、前年から順位に
変動はありません。ただし各割合は、 「社会

的意義が高いと感じる」が4.2ポイント減である
のに対し、「投資リスクが低いと感じる」は同
3.7ポイント増、「株価の持続的な上昇が期待で
きる」は同1.6ポイント増となりました。
企業のESG対応は、社会貢献性だけでなく、

リスクの低さや株価の長期的な成長といった投
資対象としての「安定性」に対する期待醸成に
繋がりつつあるといえるでしょう。

あなたは投資先のESG情報をどのように取得していますか？
あてはまるものをすべてお知らせください。（複数選択可）
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投資家は個人調査や企業問い合わせ等、能動的に収集・分析
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※2026年 新規項目
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ESG対応企業“安定性”の評価向上

ESG対応が優れている企業に対して、どのようなメリットを感じますか？（複数選択可）

+ 3.7ポイント
（N=247）

（N=205）+ 1.6ポイント
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⑥ESG対応企業において重視するポイント
「ESG」という言葉を聞いたことがあると回

答した人に対し、ESG対応が進んでいる企業に
ついてどの要素を特に重視するか複数回答で尋
ねました。この結果、「環境対応」（64.4％）
が前年比6.8ポイント増で、前年トップの「社会
貢献」（60.7％）を上回り最多となりました。
他方、「ガバナンス」（32.8％）は前年より

約５ポイント減少して上位２項目の約５割ほど
にとどまり、両者との差が広がっています。

2015年のコーポレートガバナンス・コード制
定から10年を経て、社外取締役の増加や情報開
示など企業のガバナンスの取り組みは一定の評
価がなされる一方、投資家の関心は環境対応を
中心にE・Sの領域に寄せられているようです。

⑦不動産のESG投資の認知度
「ESG」という言葉を聞いたことがあると回

答した人に対し、「不動産のESG投資」の認知
を尋ねたところ、「知っていた」は69.2％でし
た。 なお、「不動産」と「ESG」の両語を合わ

せて報道する新聞記事数は、ピーク時（2021年）
から半減していますが（当社調べ）、ESGという
言葉自体を認知している不動産投資家の間では一
定の浸透が進んだ結果といえるでしょう。

「不動産のESG投資」約７割が認知

02
ESG物件の価格上昇 許容層が約75％に拡大

ESG物件の価格 ５～６％の上昇を許容する層が25％超
気候変動への対応度合いと「一棟モノ」への注目度が高まる

69.2% 30.8%
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60.7%

32.8%

0.4%
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37.6%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

環境対応（CO2削減、再生可能エネルギー活用など）

社会貢献（地域社会への支援、ダイバーシティ推進など）

ガバナンス（経営の透明性、役員報酬の適正化など）

その他

2026年

2025年

環境対応
（CO2削減、再生可能エネルギー活用など）

社会貢献
（地域社会への支援、ダイバーシティ推進など）

ガバナンス
（経営の透明性、役員報酬の適正化など）

その他

環境対応重視が約65％ 社会貢献性を上回る

（N=247）

（N=205）

（N＝247）

以下について、あなたはご存じでしたか？
『企業・団体等への投資ではなく、不動産投資において、リスク・リターンだけでなく、環境・社会への
好悪の影響を考慮することを「不動産のESG投資」と言います』

ESG対応が進んでいる企業について、どの要素を特に重視しますか？
あてはまるものをすべて選んでください。（複数選択可）
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【参考】「ESG」という言葉を聞いたことがない人を含む
「不動産のESG投資」認知度（すべてN＝400）

+ 6.8ポイント
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⑧不動産のESG投資で重要だと思う分野
不動産のESG投資の認知有無を問わず、どの

ような分野で重要だと思うかを複数回答で尋ね
ました。この結果、最多は「気候変動への対
応」（49.0％）で前年比９ポイント増となった
一方、前年首位の「健康性・快適性の向上」は
42.3％と６ポイント減少しました。続く「地域
社会・経済への寄与」「災害への対応」は

約30％、以降順位の項目も15％前後で、前年結
果とほぼ同水準となっています。
不動産以外の領域でも、企業の環境配慮の姿

勢・取り組みに対する投資家の注目度が上がっ
ていたことと併せ、健康性・快適性に対する世
間の意識が急激に高まったコロナ禍が完全に落
ち着いた影響もうかがえます。

「気候変動への対応」が約５割でトップ
アフターコロナが定着し健康性・快適性への関心はやや低下気味か

「不動産のESG投資」は、特にどのような分野が重要だと思いますか？
あてはまるものをすべてお知らせください。（複数選択可）
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気候変動への対応（例：省エネ性能、再生可能エネ
ルギー利用、ゴミ排出抑制機能、建材・廃材のリサ

イクル等）

健康性・快適性の向上（例：防湿・防音、抗菌・非
接触、緑化・照明など快適さを増すデザイン性等）

地域社会・経済への寄与（例：空き家・空き店舗の
再生、近隣を巻き込んだ再開発等）

災害への対応（例：地震対策、台風・水害対策等）

超少子高齢化への対応（例：保育所設置、ヘルスケ
ア施設やクリニック併設等）

不動産を提供する企業・ファンドの適格性（法令順
守、経営能力等）

あてはまるものはない・わからない

2026年 2025年 2024年 2023年 2022年 2021年

気候変動への対応
（例：省エネ性能、再生可能エネルギー利用、ゴミ

排出抑制機能、建材・廃材のリサイクル等）

健康性・快適性の向上
（例：防湿・防音、抗菌・非接触、緑化・照明など

快適さを増すデザイン性等）

地域社会・経済への寄与
（例：空き家・空き店舗の再生、近隣を巻き込んだ

再開発等）

災害への対応
（例：地震対策、台風・水害対策等）

超少子高齢化への対応
（例：保育所設置、ヘルスケア施設やクリニック

併設等）

不動産を提供する企業・ファンドの適格性
（法令順守、経営能力等）

あてはまるものはない・わからない

※2021～2024年は「『不動産のESG投資』が投資先を判断する材料・要素として重要だと思う」と答えた人のみが回答対象

+ 9.0ポイント
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⑨ESG投資を意識する物件
不動産のESG投資の重要度を問わず、どのよ

うな物件ならESG投資を意識するか複数回答で
尋ねました。この結果、「ワンルーム区分マン
ション」が38.8％でトップ、「ファミリー向け
区分マンション」（33.0％）、「一棟マンショ
ン」（32.5％）が続いています。さらに「戸建
て」（28.3％）、「一棟アパート」（27.8％）、
「商業施設」（15.0％）の順に多く、上位６位

の順位は前年の結果と同様となりました。
反面、各項目の割合は前年からの変化が大き

く、とりわけ「一棟マンション」（前年比6.7ポ
イント増）、「一棟アパート」（同9.3ポイント
増）、「一棟ビル」（同3.3ポイント増）は伸び
が顕著です。“一棟モノ”への投資検討時、環境
対応を中心に物件のESGの要素を意識する傾向
が高まっているといえるでしょう。

どのような物件であれば「不動産のESG投資」を意識しますか？
あてはまるものをお知らせください。（複数選択可）

ワンルーム・ファミリー向け区分マンションが引き続き上位も
一棟マンション・アパート・ビルの伸びが顕著

※

※2021～2024年は「『不動産のESG投資』が投資先を判断する材料・要素として重要だと思う」と答えた人のみが回答対象

賃貸併用住宅



28.2%

27.6%

23.2%

19.8%

31.3%

19.3%

15.9%

19.4%

15.3%

16.2%

9.5%

8.3%

21.6%

20.5%

24.1%

29.8%

19.8%

18.5%

22.8%

20.8%

21.8%

21.8%

22.0%

26.0%

6.0%

4.4%

10.0%

7.1%

8.5%

9.5%

3.6%

5.6%

2.9%

2.4%

5.5%

8.0%

1.8%

1.8%

2.6%

2.9%

3.5%

4.0% 6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年

2022年

2023年

2024年

2025年

2026年

意識はするが、購入費用に差がでることは許容できない
1～2％
3～4％
5～6％
7～8％
9～10％
11％以上
あてはまるものはない

7

⑩ESG対応物件の購入額
不動産のESG投資の重要度を問わず、 ESG対

応を進めている物件について、購入額の増額に
対する意識を尋ねました。
「意識はするが、購入費用に差がでることは

許容できない」の比率は19.3％で、前年結果か
ら12ポイント減少しました。増額を許容する層
が75％近くなり、その層は前年比で5.5ポイント
増えています。さらに、増額を許容する層のみ
では「５～６％」（26.0％）、「３～４％」
（18.5％）、 「７～８％」（9.5％）の順に比率

が高くなっています。前年比では、「５～
６％」の層は4ポイント増と伸び幅が大きく、ま
た「７～８％」「９～10％」「11％以上」のい
ずれの層も微増しました。

ESG対応物件が他の物件より高価格になって
も妥当とみなされる傾向とともに、許容可能な
増加額の平均値も上昇する傾向にあるといえま
す。

ESG物件購入費用増額74.3％が許容

５～６％の増額を受け入れる層が26.0％に

76.7％

許容する
（計）

72.4％

71.7％

80.2％

68.8％

※2021～2024年は「『不動産のESG投資』が投資先を判断する材料・要素として重要だと思う」と答えた人のみが回答対象

立地・用途等の条件が同じで、「ESG対応を進めている不動産物件」と「そうではない不動産物件」
があったとします。
ESG対応をしていない不動産物件と比較して、ESG対応を進めている不動産物件が増額する場合、
どの程度であれば許容できますか？

74.3％

*

＊2026年新規項目
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⑪ESG関連規制見直しの影響
不動産のESG投資の重要度を問わず、ESG関

連規制の見直しが不動産領域に与える影響の有
無について尋ねました。この設問は、昨今欧米
を中心に、規制の簡素化や情報開示の負荷軽減、
また化石燃料の採掘・活用など“脱炭素の揺り戻
し”ともいえる動きがみられることをふまえ、今
年初めて尋ねたものです。
この結果、「ポジティブな影響があると思

う」が59.9％で最多となり、次いで「特に影響
はないと思う」が34.0％となっています。

「ネガティブな影響があると思う」は6.1％と、
ポジティブ視をする層の約１割にとどまってい
ます。

ESGを取り巻く海外の最新動向や状況変化に
ついて、さほどタイムリーには把握しておらず、
あくまで国内の動向を重視している層、あるい
は揺り戻しの傾向はあっても一時的ないし不動
産領域における影響は軽微と捉える層が多いも
のと考えられるでしょう。

ESG関連規制の見直しは不動産領域に影響があると思いますか？
ご自身の考えに最も近いものをお選びください。（１つ選択）

59.9% 34.0% 6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ポジティブな影響があると思う 特に影響はないと思う ネガティブな影響があると思う

ESG関連規制の見直し約６割がポジティブ視
ネガティブ要素を見出す層は約６％にとどまる



49.3%

50.0%

62.8%

50.8%

50.0%

37.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

2026年

知っている 知らなかった
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03
環境関連法令・諸制度変更 認知・好影響層の増加継続
環境関連法令・諸制度の変更は約６割が認知
「運用に対して好影響」は２年連続増加 認知層を上回る割合に

⑫不動産の環境対応の法令・諸制度変更認知
日本の住宅・非住宅の環境に関わる法令・諸制

度の変更について、昨今の主な動きをいくつか提
示し、変更された、ないし今後される可能性があ
ることを知っているか尋ねました。

2025年4月までに変更が実施された、事業者の
省エネ性能ラベル表示の努力義務、および新築物
件の省エネ基準適合義務については、各キーワー
ドの認知率が前年に続いて増加し約６割に達しま

あなたは、住宅・非住宅の環境に関する以下の法令・諸制度の変更についてご存じですか？
知っているものを選んでください。

41.0%

41.8%

56.0%

59.0%

58.3%

44.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

2026年

2024年4月から、住宅・建築物を販売・賃貸する事業者に、省エネ性能ラベルの表示が
努力義務になったこと
※2024年調査「～努力義務になること」

+ 12.8ポイント

+ 14.2ポイント

44.8%

48.0%

58.8%

55.3%

52.0%

41.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

2026年
+ 10.8ポイント

2025年4月以降に着工されたすべての新築住宅・非住宅（規模を問わない）に省エネ
基準適合が義務付けられたこと
※2024年・2025年調査「～以降に着工する…義務付けられること」

2030年度以降の新築住宅は、ZEH水準の省エネ性能が確保されることを政府が
目指していること

不動産の環境対応の法令・諸制度変更６割前後が認知
義務化済のものを中心に認知率が大きく上昇

した。また、2030年度以降に予定される新築住
宅の政府目標も、認知層は前年比14.2ポイント増
で半数を超えました。
全体的に認知層が拡大したものの、すでに施行

済みの改正法令・諸制度でも依然約４割が内容を
知らない状態ともいえます。企業・不動産の環境
対応への注目度は高まる一方、詳細までは把握し
ていない層が一定程度いると捉えられます。
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日本の住宅・非住宅の環境に関わる法令・諸
制度の変更について、知っているかどうかを問
わず、こうした変更が不動産投資の運用に影響
を与えるかを尋ねました。この結果、各キー
ワードともに６割強が「良い影響を与える」
（「とても良い影響を与えると思う」「良い影
響を与えると思う」の合計）と回答し、ポジ
ティブに捉えている層が２年連続で増加しまし
た。なお、すでに変更された法令・制度のキー
ワード２件に関しては、前年からポジティブ層

が10ポイント前後増加しましたが、今後の政府
目標については増加幅が6.5ポイントとなってい
ます。また、いずれのキーワードにおいても、
ポジティブ層の割合が、制度を知っている層の
割合を約５ポイント上回りました。内容の詳細
を理解していない場合でも、規制強化自体は好
意的に受け止められる傾向にあり、国の政策を
背景として環境対応物件への投資が積極化する
と期待されそうです。

あなたは、前問の法令・諸制度の変更について、ご自身の投資用不動産の運用にどのような影響を
与えると思いますか？あてはまるものをすべて選んでください。（それぞれ１つずつ選択）

⑬環境関連法令・諸制度変更の投資への影響度

19.0%

24.3%

30.5%

33.8%

31.8%

36.8%

41.5%

39.3%

29.5%

4.3%

4.3%

2.0%

1.5%

0.5%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

2026年

とても良い影響を与えると思う 良い影響を与えると思う どちらとも言えない
悪い影響を与えると思う とても悪い影響を与えると思う

15.8%

20.5%

27.8%

37.3%

37.0%

38.5%

42.0%

37.3%

30.0%

2.8%

4.3%

2.8%

2.3%

1.0%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

2026年

15.3%

17.0%

24.3%

35.5%

37.8%

37.0%

42.3%

40.3%

33.5%

4.8%

4.0%

3.5%

2.3%

1.0%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

2026年

2024年4月から、住宅・建築物を販売・賃貸する事業者に、省エネ性能ラベルの表示が
努力義務になったこと
※2024年調査「～努力義務になること」

2025年4月以降に着工されたすべての新築住宅・非住宅（規模を問わない）に省エネ
基準適合が義務付けられたこと
※2024年・2025年調査「～以降に着工する…義務付けられること」

61.3％
54.8％

良い影響（計）

+ 6.5ポイント

良い影響（計）

56.1％
67.3％

+ 11.2ポイント

2030年度以降の新築住宅は、ZEH水準の省エネ性能が確保されることを政府が目指して
いること

57.5％

66.3％
+ 8.8ポイント

良い影響（計）

不動産の環境対応の法令・諸制度変更
「良い影響を与える」60％超

２年連続で増加しポジティブな受容拡がる
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都市政策の第一人者 市川宏雄所長による分析結果統括

不動産投資で“環境・社会”重視が進み、価格上昇も一定範囲で許容
５〜６％程度の価格増は受容、法令・諸制度変更は運用に好影響が６割超

11

この調査は今年で６回目となります。ESG
という言葉を聞いたことがあるかの問いに、
初回調査時の２倍近くの６割超がイエスと答
えています。回答者は企業等がESGの枠組み
で情報を開示し、投資家が投資判断・評価に
用いるものだと理解しており、実際、不動産
投資において、リスク・リターンだけでなく、
環境と社会への好悪の影響を考慮するのが
ESG投資だと７割近くの人が認識しています。
また、ESGのうち環境対応と社会貢献が経営
の透明性などに関わるガバナンスよりも重視
されています。

 ESG対応が優れている企業に対して５割以
上の人が社会的意義が高い、４割以上が長期
的な安定成長が期待できると感じています。
また、ESG対応を進めることで生じる不動産
物件の価格増について許容しない層は20％弱
であるのに対して、増額を許容する層が75％
近くなり、年々受け入れる比率が上がってい
ます。ただし、増額は、26.0％の人が５～
６％アップなら良い、 18.5％が３～４％アッ
プなら受け入れていますが、ESG対応での１
～２割の価格上昇を受け入れる状況にはなっ
ていません。

不動産のESG投資を意識する物件は、「ワン
ルーム区分マンション」(38.8％)、「ファミ
リー向け区分マンション」(33.0％)、「一棟マ
ンション」(32.5％)、「戸建て」（28.3％）、
「一棟アパート」（27.8％）と住居が多数を占
め、「商業施設」は15.0％に下がります。と
りわけ一棟建てのマンション、アパート、ビル
については伸びが顕著です。
欧米を中心に、規制の簡素化や情報開示の負

荷軽減、化石燃料の採掘・活用など“脱炭素の
揺り戻し”ともいえる動きがみられるなかで、
ESG関連規制の見直しが不動産に与えるポジ
ティブな影響については約６割が前向きにとら
えています。
最近の不動産の環境対応の法令・諸制度変更

については、住宅・建築物を販売・賃貸する事
業者に省エネ性能ラベルの表示の努力義務、新
築住宅・非住宅に省エネ基準適合の義務付け、
新築住宅にZEH水準の省エネ性能の確保
（2030年度以降目標）などがありますが、所
有する投資用不動産の運用に良い影響を与える
と考える所有者が６割を超えています。
世界的に高まるESGへの理解は日本でも、そ

して不動産投資にも影響を及ぼしています。
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し、グローバル・リンク・マネジメントを設立。
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